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合　計

合　計

預け金（※1）
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの
貸出金（※2）

　　　　合　計

66,150

630
13,630

50,043
130,454

48,000

1,450
42,293

81,838
173,582

－

2,620
117,015

47,808
167,443

－

11,092
22,700

40,720
74,513

１年以内 １０年超
１年超
５年以内

５年超
１０年以内

1,172
48,609
1,034
18,620
28,955
3,495
53,277

224
1,116

2
381
732
88

1,428

－
△0
△0
－
△0

△953
△953

売却額 売却損の合計額売却益の合計額

貸借対照表
計上額

500

時　価

500満期保有目的の
金銭の信託

差　額

ー

うち時価が
貸借対照表
計上額を
超えるもの

ー

うち時価が
貸借対照表
計上額を
超えないもの

ー

預金積金（※3）

　　　　合　計
455,913
455,913

117,387
117,387

－
ー

－
ー

１年以内 １０年超
１年超
５年以内

５年超
１０年以内

－
1,304
1,992
1,927
5,225
－
－
－

10,555
10,555
15,780

－
1,330
2,015
1,984
5,330
－
－
－

8,973
8,973
14,303

－
25
23
57
105
－
－
－

△1,582
△1,582
△1,477

種　類 差　額貸借対照表
計上額 時　価

区　分
子会社・子法人等株式
非上場株式
合　計

貸借対照表計上額
10
96
106

(単位：百万円)

国 債
地 方 債
社 債
外 国 債 券
小　計

国 債
地 方 債
社 債
外 国 債 券
小　計

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

2,210
126,865
48,591
33,350
44,923
7,686
2,033

138,795
3,973
45,844
9,884
16,832
19,127
15,314
7,541
72,673
211,469

1,870
124,873
47,682
32,931
44,259
7,464
2,001

136,210
4,945
46,195
9,966
16,932
19,296
17,079
9,559
77,780
213,990

339
1,991
908
418
664
221
32

2,585
△971
△351
△82
△99
△169
△1,765
△2,017
△5,106
△2,520

種　類 差　額貸借対照表
計上額 取得原価

株 式
債　　        券
　　国　　債
　　地  方  債
　　社　　債
外 国 債 券
そ の 他
小　計

株 式
債 券
　　国　　債
　　地  方  債
　　社　　債
外 国 債 券
そ の 他
小　計

株 　 　 　 式
債 　 　 　 券
　　国　　債
　　地 方 債
　　社　　債
そ 　 の 　 他
合 　 計

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

主
要
な
事
業
の
状
況
を
示
す
指
標

時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の商品グループごと
に、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果
を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、新規に預金を受
け入れた場合に想定される利率を適用しています。
　なお、残存期間が短期（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。

　デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金と一体
として処理されているため、貸出金の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
　　　り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（注）当事業年度において、非上場株式について206千円の減損処理を行っております。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（※1）預け金のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
（※2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込
　　  めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注4）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（※3）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。

32.　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ
れらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「外国債券」、「株式」、「その他の証券」の
ほか、「買入金銭債権」が含まれております。以下、34まで同様であります。

　満期保有目的の債券

　その他有価証券

33.　当事業年度中に売却したその他有価証券

34.　減損処理を行った有価証券
　　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価
に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認
められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも
に、評価差額を当事業年度の損失（以下「減損処理」という。）として処理してお
ります。
　　当事業年度における減損処理額は、144百万円（うち株式5百万円、投資信
託139百万円）であります。
　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、①時価が取得原価
に比べ50％以上下落した場合、②時価が取得原価に比べ30％以上下落した
場合で、株式・投資信託は過去1年間に一度も取得原価の70％を超えていな
い、債務超過の状態又は2期連続して当期純損失を計上、債券は格付がBBB
格以上からBB以下に格下げのいずれかに該当した場合としています。　

35.　満期保有目的の金銭の信託

36.　 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は、44,896百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが9,383百万円あります。
　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられてお
ります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続きに基づき顧客の業
況等を把握し，必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

37.   繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。
　繰延税金資産
　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　826百万円
　　減価償却損金算入限度超過額　　　　　　　377
　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　151
　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　243
　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　786
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　290
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　2,676
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　   △176
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　2,499

●損益計算書注記
      

（注）1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
      2．子会社との取引による収益総額　　　14,575千円
          子会社との取引による費用総額　　 139,579千円  
　　3．出資1口当たり当期純利益金額　　　　33円95銭  

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

（注）1．資金調達費用には、金銭の信託運用見合費用が含まれております。
　　　　　　　　　　　　　　　 業務粗利益
　　2．業務粗利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　×100
　　　　　　　　　　　　  資金運用勘定平均残高

平成20年度

平成17年度 平成18年度 平成19年度

利 益

残 高

会 員・役 職 員 数

出 資 金

単 体 自 己 資 本 比 率
出 資 に 対 す る 配 当 金（円 /1 口）

資 産 額

経 常 収 益

経 常 利 益
当 期 純 利 益

業 務 純 益

出 資 総 額
出資総口数（千口）
総 資 産 額
純 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高

会 員 数（人）
職 員 数（人）
役 員 数（人）

10,422,583
2,444,586
2,412,889
1,573,064

1,040
20,800
538,430
32,252
492,622
220,434
216,804
13.70

3
27,465
550
15

11,849,569
2,403,564
2,424,687
1,745,953

1,045
20,910
569,944
35,520
525,300
225,021
226,130
15.94

4
27,946
569
15

12,562,635
2,687,769
2,256,462
1,510,856

1,047
20,940
580,067
33,382
538,452
226,054
226,533
15.79

3
28,129
586
15

 

平成20年度
12,905,001
823,820
819,921
627,995
1,047
20,946
600,493
30,720
562,008
234,640
205,253
16.79

3
28,341
616
15

 

12,645,606
1,470,521
1,294,537
711,596
1,047
20,952
617,229
35,890
573,300
238,621
225,372
17.88
3

28,726
621
15

平成21年度

資 金 運 用 収 支
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 支
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

8,602,822
10,248,456
1,647,084
540,134
1,276,817
736,683
△667,846
930,062
1,597,909
8,475,110

1.48

平成21年度
8,521,949
9,873,861
1,353,062
464,887 
1,240,597
775,710
128,662
1,270,693
1,142,031
9,115,499

1.52

Ⅱ．直近の5事業年度における主要な事業の状況
　主な経営指標の推移

Ⅲ．直近の2事業年度における事業の状況
　主要な業務の状況を示す指標

平均残高
平成21年度

利　息
平成21年度

利回り
平成21年度

（単位：平均残高百万円、利息千円、利回り％）

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 商 品 有 価 証 券
う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金
う ち 譲 渡 性 預 金
う ち 借 用 金
うちコマーシャルペーパー

597,429
235,949
127,577

－
229,994
574,445
574,448

－
181
－

平成20年度
571,758
225,275
113,841

－
229,058
549,243
549,178

－
276
－

9,873,861
5,955,029
1,027,497

－
2,856,945
1,353,062
1,349,614

－
1,872
－

平成20年度
10,248,456
6,079,217
1,073,243

－
3,023,823
1,647,084
1,642,802

－
2,843
－

1.65
2.52
0.80
－
1.24
0.23
0.23
－
1.02
－

平成20年度
1.79
2.69
0.94
－

1.32
0.29
0.29
－

1.02
－

●資金運用収支の内訳　

●業務粗利益 （単位：千円、％）

（単位：利益 千円、残高 百万円、比率 ％）

（注）資金調達勘定には、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息が含まれております。


